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株 主 各 位
京都府久世郡久御山町森村東300番地

株式会社 京 写

代表取締役社長 児 嶋 一 登

第53回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　先の東日本大震災により被災されました皆様に対しまして、こころからお見舞い申

しあげます。

　さて、当社第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権

行使書用紙に賛否をご表示いただき、来る平成23年６月23日（木曜日）午後５時30分

までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

１. 日 時 平成23年６月24日（金曜日）午前10時

２. 場 所 京都市下京区東堀川通り塩小路下ル松明町１番地

リーガロイヤルホテル京都 ２階「桜の間」
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １ 第53期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

２ 第53期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 監査役１名選任の件

第３号議案 役員退職慰労金制度廃止に伴う精算支給の件

以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

◎事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類について、株主総会の前日までに修正をす
べき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http：//www.kyosha.co.jp/）に
おいて、修正後の事項を掲載させていただきます。
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（添付書類）
事 業 報 告

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)

Ⅰ. 企業集団の現況に関する事項

１. 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における世界経済は、中国やインド等の新興国を中心としたア

ジアにおいて好調を維持し、米国でも緩やかな景気回復が続いたことにより、原

油価格の高騰やユーロ圏における財政危機の影響などにより一部停滞が見られた

ものの、総じて回復傾向で推移いたしました。

　わが国経済におきましても、上期は政府による経済対策や世界経済の回復を背

景とした輸出と生産の増加により、緩やかな景気回復基調にありましたが、下期

においては、慢性的なデフレや雇用情勢の低迷に加え、政府による経済対策の順

次縮小や円高の長期化による輸出の減少などにより景気回復のペースは鈍化しま

した。さらには、３月11日の東日本大震災により未曾有の被害を受け混乱を深め

るなど、景気の先行きに深刻な影響が懸念される状況となりました。

　当社が属するプリント配線板業界におきましても、自動車関連分野や家電製品

分野の需要は順調に回復いたしましたが、円高の為替の影響や原材料価格の上昇

傾向が続くなど依然厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況の中当社グループは、グローバル体制を活かした受注の獲得と、

原価や経費等の削減を鋭意進めるとともに、生産体制の拡充や新製品の開発・品

質向上にも引き続き注力することにより、一層の経営基盤の強化に努めてまいり

ました。

　この結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、中国を中心とした国内外

における需要の回復等により、売上高は16,366百万円（前期比19.2％増2,641百万

円の増収）、営業利益は968百万円（前期比42.1％増287百万円の増益）、経常利益

は984百万円（前期比48.0％増319百万円の増益）、当期純利益につきましては、

534百万円（前期比52.4％増183百万円の増益）となりました。

企業集団の事業の種類別の状況

当社グループ企業集団の事業の種類別セグメントは単一であり、また区別すべ

き事業部門もありません。なお、品目別の売上高は次のとおりであります。
（売上高及び増減額：百万円、構成比及び増減率：％)

品 目 区 分
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 前 年 度 比 増

売上高 構成比 売上高 構成比 増減額 増減率

片 面 プ リ ン ト 配 線 板 7,582 55.2 8,695 53.2 1,112 14.7

両 面 プ リ ン ト 配 線 板 4,033 29.4 5,323 32.5 1,290 32.0

そ の 他 2,109 15.4 2,347 14.3 237 11.3

合 計 13,725 100.0 16,366 100.0 2,641 19.2
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事業セグメントの業績は、次のとおりであります。
(日本)

日本では、片面プリント配線板は海外移管が進んだ液晶テレビ等の映像関連
分野の売上は減少しましたが、家電製品分野及び自動車関連分野が順調に回復
したことを主因に売上高は2,208百万円と前年を上回りました。両面プリント配
線板につきましても自動車関連分野をはじめ、アミューズメント関連分野や電
子部品分野で回復が進み、また新潟工場開設も寄与したことで、売上高は前年
を上回る2,787百万円となりました。その他の売上高は、実装事業を展開してい
る三和電子㈱の売上が好調であったことと、2010年２月に設立した㈱京写プロ
セス・ラボ・ミクロンの売上も加わり、2,176百万円となりました。この結果、
日本国内の売上高は7,172百万円、セグメント利益は47百万円となりました。

(中国)
中国では、需要の拡大と当社のグローバル体制を活かしたアジア地域からの

受注獲得もあり、主力の片面プリント配線板は家電製品分野、事務機器分野及
び映像関連分野等で好調に売上を伸ばし、両面プリント配線板についても自動
車関連分野の受注が拡大し売上を牽引したほか、家庭用電話機等の通信機器関
連分野や、家庭用ゲーム機等のアミューズメント関連分野でも好調に売上を伸
ばしました。この結果、円高の為替の影響を受けたものの、片面プリント配線
板の売上高は4,314百万円、両面プリント配線板の売上高は2,615百万円と前年
を上回り、中国での売上高は、その他の売上高370百万円を含めまして7,299百
万円、セグメント利益は844百万円となりました。

(インドネシア)
インドネシアでは、主力の映像関連分野は中国への生産移管等により売上は

減少しましたが、東南アジア地域における家電製品分野での新規受注の獲得や
自動車関連分野での売上の増加、また、音響機器分野での他地域からの生産移
管分の受注獲得により、現地通貨ベースでは前年を上回る売上となりました。
しかしながら、円高の為替の影響により、片面プリント配線板の売上高は2,350
百万円と前年を下回り、この結果、インドネシアでの売上高は、その他の売上
高271百万円を含めまして2,621百万円、セグメント利益は74百万円となりまし
た。

　 (事業セグメントの売上高及びセグメント利益) (単位：百万円)

区 分
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 前年度比増・減(△)

売 上 高
セグメント

利益
売 上 高

セグメント
利益

売 上 高
セグメント

利益

日 本 6,148 23 7,172 47 1,023 24

中 国 5,713 518 7,299 844 1,586 326

イ ン ド ネ シ ア 2,521 135 2,621 74 100 △61

消 去 又 は 全 社 △658 4 △727 1 △68 △2

合 計 13,725 681 16,366 968 2,641 287

（注）セグメント利益の合計額は連結損益計算書の営業利益と一致いたします。
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２. 設備投資及び資金調達の状況
当連結会計年度中の設備投資の総額は404百万円であり、その主なものは次のと

おりであります。
当連結会計年度中に完成及び取得した主要な設備
京写広州 印刷機及びプレス機

上記設備投資の資金は、自己資金及び借入金によっております。

３. 対処すべき課題
当社グループはグローバル市場において顧客満足を第一とし、「地に足のついた

経営」を進め持続した成長を目指すことを基本とし、そのために以下を経営基本
方針といたしております。
①すべての事業活動において「安全の確保、法令の遵守、環境保全」を最優先す

　 る。
②顧客のニーズに応え、新技術、新工法の開発と品質向上にたゆまぬ努力を傾注

　 する。
③選択と集中を進め、自社の強みを活かした分野に経営資源を集中する。

また、2010年度から2014年度の中期経営計画を策定し、2015年３月期における
売上高250億円、営業利益率8.0％、ＲＯＡ（総資産利益率）8.0％を中期経営目標
とし、その目標を達成するための戦略として以下の５つを掲げております。
①環境対応戦略
現在の市場環境は、ＬＥＤ関連市場（照明、映像機器）の急速な成長、省エ

ネ家電の普及、低炭素社会に向けたエコカー（ハイブリッドカー・電気自動車）
が増加するなど、環境対応分野の成長が著しい状態にあります。当社グループは、
片面板メーカーとして、唯一、総合的な環境対応技術（放熱、粉レス）の研究開
発と製品提供が可能な体制にあり、その強みを活かし、環境対応の成長分野にお
いて技術優位性を確立し、他社との差別化を推進してまいります。
②ボリュームゾーン戦略
現在の市場環境は、製品の低価格化が進み、成長し最多購買の見込まれる商品

（ボリュームゾーン）の市場が先進国から新興国へと拡大し、生産量の大幅な増加
とそれに伴う片面板需要の拡大が見込まれる状態にあります。当社グループは、
片面板世界トップシェアである強みを活かし、片面板市場における圧倒的トップ
シェアの獲得を目指してまいります。
③グローバル戦略
現在の市場環境は、当社グループの顧客であるセットメーカーの開発拠点が中

国をはじめとするアジア各地に移管している状態にあり、顧客の海外シフトが加
速しております。当社グループでは、国内での技術の確立を進め、その技術を海
外グループ会社へ水平展開することにより海外での生産の拡大を図ってまいりま
す。
④収益力強化戦略
現在の市場環境は、技術革新による販売価格の下落のスピードが速く、従来の

生産体制のままでは、利益の確保が難しい状態にあります。当社グループでは、
内製化率の向上、新工法の開発をはじめとする独自技術開発の推進及び購買体制
の革新を進め、技術革新及びコスト対応力の強化により収益力の向上を図ってま
いります。
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⑤新規事業戦略
当社グループは、従来より、プリント配線板事業を中心にグローバル展開を進

めてまいりましたが、近年実装関連事業にも力を入れております。今後、プリン
ト配線板・実装関連事業に次ぐ第３の柱となる事業として、印刷技術を活用した
新商品（太陽電池・部品内蔵基板関連等）の開発を進め、新事業としての確立を
目指してまいります。
次期につきましては、上記戦略を推進する上で、
①挑戦する人材の育成と仕組みの構築
②ＥＣＯＭＡＰの早期市場導入（「ＥＣＯＭＡＰ」とは、電気自動車（大電
流）、新エネルギー（太陽光）、ＬＥＤ光源といった環境配慮型商品へ供給
される環境対応技術を活かしたプリント配線板製品群のことをいいます。）

③顧客満足№１のＱ、Ｃ、Ｄの達成
④第二期アジア展開の推進
⑤過去にとらわれない仕組みの構築

を重点課題といたしまして対処していく所存であります。
株主の皆様方におかれましては、今後ともなお一層のご支援を賜りますようお

願い申しあげます。

４. 財産及び損益の状況

期 別

項 目

第50期

(平成20年３月期)

第51期

(平成21年３月期)

第52期

(平成22年３月期)

第53期
(当連結会計年度)

(平成23年３月期)

売 上 高 (百万円) 17,304 15,161 13,725 16,366

経 常 利 益 (百万円) 891 459 664 984

当 期 純 利 益 (百万円) 459 175 350 534

１株当たり当期純利益 31円45銭 12円11銭 24円47銭 37円28銭

総 資 産 (百万円) 10,291 10,272 10,807 10,797

純 資 産 (百万円) 2,578 2,328 2,653 2,829

１ 株 当 た り 純 資 産 168円13銭 156円10銭 175円65銭 188円88銭

５. 主要な事業内容

当社グループは、プリント配線板の製造・販売を主要業務としております。
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６. 主要な営業所及び工場

区 分 名 称 所 在 地

本 社 本 社 京都府久世郡久御山町

販売拠点

西日本営業部門 京都府久世郡久御山町

中国・山陰営業所 岡山県津山市

九州営業所 熊本県玉名市

東日本営業部門 東京都台東区

　
上信越営業所 新潟市西蒲区

中日本営業部門 名古屋市中区

静岡営業所 静岡県浜松市

中部営業所 名古屋市中区

北陸営業所 富山県滑川市

京写香港 中華人民共和国 香港特別行政区

上海営業所 中華人民共和国 上海市

京写タイ タイ王国 バンコク都

京写ノースアメリカ アメリカ合衆国 カリフォルニア州 サンディエゴ市

京写インドネシア インドネシア共和国 ブカシ県 リッポーチカラン市

マレーシア事務所 マレーシア セランゴル州 ペタリングジャヤ市

製造拠点

京都工場 京都府久世郡久御山町

九州工場 熊本県玉名市

新潟工場 新潟市西蒲区

三和電子㈱ 岡山県津山市

㈱京写プロセス･ラボ･ミ

クロン
埼玉県坂戸市

京写広州 中華人民共和国 広東省 広州市

京写インドネシア インドネシア共和国 ブカシ県 リッポーチカラン市

７. 使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,638名 32名増

(注) 使用人数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グ
ループへの出向者を含む就業人員であります。
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８. 重要な親会社及び子会社の状況

(1) 親会社の状況

該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

京写香港
(Kyosha Hong Kong
Company Limited)

78,000千HK$ 100.0％ プ リ ン ト 配 線 板 の 販 売

京写広州
(Guangzhou Kyosha Circuit
Technology Co., Ltd.)

80,000千HK$
95.0％

(95.0％)
プリント配線板の製造・販売

京写ノースアメリカ
(Kyosha North America,Inc.)

200千US$
100.0％

(100.0％)
プ リ ン ト 配 線 板 の 販 売

京写インドネシア
(PT. Kyosha Indonesia)

7,000千US$ 95.5％ プリント配線板の製造・販売

三和電子株式会社 15,000千円 100.0％ プリント配線板の電子部品実装及び同品質検査

株式会社京写プロセス･ラボ･ミクロン 70,000千円 51.0％ 実装関連製品の製造・販売

(注) 議決権比率欄の（ ）内は、間接所有割合（内数）であります。

(3) 重要な関連会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

Process Lab.Micron
(Suzhou) Co.,Ltd.

80,000千円 35.0％ 実装関連製品の製造・販売

(注) 平成22年7月増資引き受けにより、Process Lab.Micron (Suzhou) Co.,Ltd.が持分法適用関連
会社となっております。

９. 主要な借入先及び借入額

借 入 先 借 入 額

百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 1,677

株 式 会 社 京 都 銀 行 861

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 687

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 417

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 300

10．その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅱ. 会社の株式に関する事項

１. 発行可能株式総数 58,000,000株

２. 発行済株式の総数 14,624,000株

３. 株主数 1,327名

４. 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

合 名 会 社 児 嶋 2,048,000 14.3

児 嶋 雄 二 1,146,000 8.0

京 写 取 引 先 持 株 会 657,000 4.6

児 嶋 照 子 566,000 3.9

株 式 会 社 エ ヌ ビ ー シ ー 524,000 3.7

児 嶋 一 登 461,000 3.2

児 嶋 淳 平 340,000 2.4

AAGCS N.V.RE TREATY ACCOUNT (TAXABLE） 298,000 2.1

児 嶋 亨 280,000 2.0

株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 260,000 1.8

（注）当社は、自己株式289,750株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

５. その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅲ. 会社の新株予約権等に関する事項

１. 当社役員が保有している新株予約権の状況

平成17年５月23日開催の取締役会決議による新株予約権

取締役（社外
取締役を除く)

社外取締役 監 査 役

保有者数 ３名 ― １名

新株予約権の数 21個 ― ４個

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 ― 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 42,000株 ― 8,000株

新株予約権の払込金額 払込を要しない ― 払込を要しない

新株予約権の行使時の払込金額 215円 ― 215円

新株予約権の行使期間 平成18年６月30日から平成23年６月29日まで

新株予約権の行使の条件

1.新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権
者」という。）は、権利行使時においても、当社又
は当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地
位にあることを要するものとする。ただし、新株予
約権者が、定年退職、任期満了による退任又は会社
都合による退任・退職の場合はこの限りではない。

2.新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないも
のとする。

3.新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認め
ないものとする。

4.その他の権利行使にあたっての手続き等具体的細目
については、当社が新株予約権者との間で締結する
新株予約権割当契約書の定めに従うものとする。

２．その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅳ. 会社役員に関する事項

１. 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 児 嶋 雄 二

代表取締役社長 児 嶋 一 登

常 務 取 締 役 桃 井 茂 経営企画・総務管掌

常 務 取 締 役 井 上 秋 人 営業・資材管掌

取 締 役 富 田 恒 男 品質・技術・生産管掌

取 締 役 日 比 利 雄 株式会社エヌビーシー 代表取締役社長

取 締 役 伊 藤 尚 志
株式会社プロセス・ラボ・ミクロン 代表取締役社長

Process Lab.Micron(Suzhou)Co.,Ltd. 董事長

常 勤 監 査 役 森 本 正 明

監 査 役 天 野 雅 之

監 査 役 千 田 適 法律事務所 なみはや 代表（弁護士）

(注) 1. 取締役日比利雄及び伊藤尚志の両氏は、社外取締役であります。
2. 監査役天野雅之及び千田適の両氏は、社外監査役であります。
3. 監査役千田適氏は大阪証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反の生じるおそれ

のない独立役員であります。
4. 監査役千田適氏は、弁護士として企業法務及び税務に精通しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しております。
5. 平成22年６月25日開催の第52回定時株主総会において、新たに伊藤尚志氏が取締役に選任

され、就任いたしました。

２. 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 報酬等の額

取 締 役 　７名 214,738千円

監 査 役 　３名 20,996千円

（うち社外役員) (４名) (14,854千円）

(注）1. 期末現在の人員は、取締役７名、監査役３名であります。
2. 上記取締役及び監査役の報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入

額95,337千円（取締役７名 88,343千円 監査役３名 6,994千円）が含まれております。
3. 平成23年６月24日開催予定の第53回定時株主総会に提出予定の議案である「役員退職慰労

金制度の廃止に伴う精算支給の件」が承認可決されることを条件として、退職慰労金を各
取締役及び各監査役の退任時に支払う予定であります。その総額は、取締役７名に対して
231,673千円、監査役３名に対して20,394千円（うち社外役員４名 6,084千円）となる予定
であります。
なお、この金額には、当事業年度及び過年度の事業報告において開示した役員退職慰労引
当金の繰入額248,717千円（取締役７名 228,633千円 監査役３名 20,084千円（うち社外
役員４名 5,784千円）が含まれております。
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３. 社外役員に関する事項

(1) 重要な兼職先と当社との関係

・取締役日比利雄氏は、株式会社エヌビーシーの代表取締役社長であり、同社は

当社との間に製品の売買等の取引関係があります。

・取締役伊藤尚志氏は、株式会社プロセス･ラボ･ミクロンの代表取締役社長であ

り、同社は当社との間に製品の売買等の取引関係があります。また、同氏は、

Process Lab.Micron(Suzhou)Co.,Ltd.の董事長であり、同社は当社との間に特

段の取引関係はありません。

　 ・監査役千田適氏は、法律事務所なみはやの代表であり、当社との間に特段の関

　 係はありません。

(2) 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

(3) 当事業年度における主な活動状況

・取締役日比利雄氏は、当期開催の取締役会14回のうち10回に出席し、これまで

培ってきた企業経営に関する経験からの発言を行っております。

・取締役伊藤尚志氏は、社外取締役就任後に開催された取締役会10回の全てに出

席し、これまで培ってきた企業経営に関する経験からの発言を行っております。

・監査役天野雅之氏は、当期開催の取締役会14回のうち12回に出席し、また、当

期開催の監査役会11回の全てに出席し、これまで培ってきた豊富な経営管理に

基づく専門的見地からの発言を行っております。

・監査役千田適氏は、当期開催の取締役会14回の全てに出席し、また、当期開催

の監査役会11回の全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地からの発言を

行っております。

４. その他会社役員に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅴ. 会計監査人に関する事項

１. 会計監査人の名称 京都監査法人

２. 会計監査人の報酬等の額

(1) 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 23,000千円

(2) 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,000千円

　 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、(1)の金額には金融商品取引法に基づく
監査の報酬等の額を含めて記載しております。

３. 当社の会計監査人以外の公認会計士又は、監査法人が監査している子会社

京写香港

京写広州

京写インドネシア

４. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社都合の場合のほか、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項の

いずれかに該当すると認められる場合、当社は、会計監査人の解任又は不再任に

ついて必要な措置をとるものとしております。
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Ⅵ. 業務の適正を確保するための体制

１. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

取締役及び使用人の職務執行に関しては、従前より組織規程、職務権限規程、

就業規則等に従い、各部署にて自主的な法令順守管理を行っておりますが、改め

て法令及び諸規範を守ること（コンプライアンス）を経営基本方針等に明記し、

規律順守の企業風土を醸成し、法令・規則違反の未然防止に努めております。ま

た、ＣＳＲ推進委員会を設け恒常的な改善を図っております。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程等文書に関する定め

に基づき適切に保存・管理いたしております。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

損失の危険の管理に関しては、組織規程、職務権限規程等に従った各部署、各

統轄取締役における自主的な管理を基礎としておりますが、全社横断的なリスク

管理に関する諸規程の設定、リスクの評価・対応策及び日常業務における管理方

法の明確化等によりリスク管理体制を強化いたしております。

なお、上記ＣＳＲ推進委員会は、リスク管理体制の恒常的な改善を図ることも

担当しております。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、

取締役会を月１回定時に開催するほか、適時に開催しております。また、取締役

会を補完する機関として経営会議を毎月及び適時に開催し、業務執行に関する基

本事項及び重要事項について意思の疎通及び機動的な意思決定を行っております。

５. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

子会社による意思決定等につきましては、当社に合議・報告すべき事項を明確

にし、経営会議及び取締役会にて重要事項を管理いたしております。特に、海外

子会社につきましては、社長直轄の海外事業推進室を置き、業務の適正化体制、

特にリスク管理、コンプライアンス管理体制を強化するよう指導いたしておりま

す。
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６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人の設置については、監査役会の意見を尊重い

たします。しかしながら、当面は、監査役会は専任の使用人を置くことを求めて

いないため、監査役会が要望した場合、内部監査担当部署が、それに基づく監査

を実施し、結果を監査役会に報告することといたしております。内部監査担当部

署の使用人の取締役からの独立性に関しては、上記監査に関しては取締役の指示

は受けないことといたしております。

７. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に

関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、必要に応じ経営会議等重要会議に出席することに加え、代表取締役、

各統轄取締役及び子会社責任者は、経営方針、経営・運営状況等については定期

的に、また、当社グループに重大な影響を与える事実が発生又は、発生が予見さ

れる場合には、担当の統轄取締役は監査役に報告いたしております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告の中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表
(平成23年３月31日現在)

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【資産の部】 【負債の部】

流 動 資 産 7,257,118 流 動 負 債 5,693,688

現 金 及 び 預 金 2,997,952 支払手形及び買掛金 2,694,619

受取手形及び売掛金 2,600,286 短 期 借 入 金 1,825,727

製 品 301,571
１ 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 569,123

仕 掛 品 242,574 リ ー ス 債 務 22,068

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 882,462 未 払 法 人 税 等 117,940

繰 延 税 金 資 産 44,999 賞 与 引 当 金 118,274

そ の 他 196,639 そ の 他 345,933

貸 倒 引 当 金 △9,369

固 定 資 産 3,540,018 固 定 負 債 2,273,484

有 形 固 定 資 産 2,852,971 長 期 借 入 金 1,721,500

建 物 及 び 構 築 物 959,385 リ ー ス 債 務 40,277

機械装置及び運搬具 1,176,462 退 職 給 付 引 当 金 85,150

土 地 602,122 役員退職慰労引当金 251,750

建 設 仮 勘 定 2,000 負 の の れ ん 166,460

そ の 他 112,999 そ の 他 8,344

負 債 合 計 7,967,172

【純資産の部】

無 形 固 定 資 産 19,455 株 主 資 本 3,287,260

資 本 金 1,102,433

資 本 剰 余 金 1,153,716

利 益 剰 余 金 1,062,397

自 己 株 式 △31,287

投 資 そ の 他 の 資 産 667,591 その他の包括利益累計額 △579,850

投 資 有 価 証 券 219,099
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 8,795

繰 延 税 金 資 産 71,713 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,724

そ の 他 376,778
為 替 換 算 調 整 勘 定 △586,921

少 数 株 主 持 分 122,553

純 資 産 合 計 2,829,963

資 産 合 計 10,797,136 負債及び純資産合計 10,797,136
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連結損益計算書
(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,366,762

売 上 原 価 13,332,181

売 上 総 利 益 3,034,580

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,066,391

営 業 利 益 968,188

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 6,268

負 の の れ ん の 償 却 額 87,317

そ の 他 42,184 135,769

営 業 外 費 用

支 払 利 息 53,956

そ の 他 65,989 119,945

経 常 利 益 984,012

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 952

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 2,619

そ の 他 1,125 4,697

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 2,419

固 定 資 産 除 却 損 53,158

投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,158

役 員 退 職 慰 労 金 82,877

そ の 他 12,124 153,738

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 834,972

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 242,989

法 人 税 等 調 整 額 54,920

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 537,062

少 数 株 主 利 益 2,939

当 期 純 利 益 534,122
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連結株主資本等変動計算書
(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成22年３月31日残高 1,102,433 1,152,432 599,886 △32,582 2,822,168

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △71,611 △71,611

当期純利益 534,122 534,122

自己株式の処分 1,284 1,295 2,580

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― 1,284 462,511 1,295 465,091

平成23年３月31日残高 1,102,433 1,153,716 1,062,397 △31,287 3,287,260

（単位：千円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少 数 株 主
持 分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

平成22年３月31日残高 12,286 2,585 △321,281 △306,409 137,522 2,653,282

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △71,611

当期純利益 534,122

自己株式の処分 2,580

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△3,491 △4,310 △265,639 △273,441 △14,968 △288,409

連結会計年度中の変動額合計 △3,491 △4,310 △265,639 △273,441 △14,968 176,681

平成23年３月31日残高 8,795 △1,724 △586,921 △579,850 122,553 2,829,963
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連結注記表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記)

１. 連結の範囲に関する事項

当 該 子 会 社 は、Kyosha Hong Kong Company Limited、Guangzhou Kyosha

Circuit Technology Co., Ltd.、PT. Kyosha Indonesia 、Kyosha North

America,Inc.、Kyosha（Thailand）Co.，Ltd.、三和電子㈱、㈱京写プロセス・

ラボ・ミクロンの７社であります。

ただし、Kyosha (Thailand) Co., Ltd.は平成22年12月に新たに会社を設立して

おりますが、重要性が乏しいため、連結しておりません。

その他子会社６社は連結しております。

２. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数 １社

当 連 結 会 計 年 度 よ り、 株 式 を 取 得 し た た め、Process Lab. Micron

(Suzhou) Co., Ltd.を持分法の適用の範囲に含めております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、PT. Kyosha Indonesiaの決算日は連結決算日と一致してお

ります。

また、連結子会社のうち、Kyosha Hong Kong Company Limited、Guangzhou

Kyosha Circuit Technology Co., Ltd.、及びKyosha North America,Inc.の決

算日は12月31日であり、また、三和電子㈱及び㈱京写プロセス・ラボ・ミクロ

ンの決算日は１月31日であるため、連結計算書類の作成にあたってはそれぞれ

同日現在の決算書を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

４. 会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有 価 証 券

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております。）

時価のないもの…移動平均法による原価法
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　 ② た な 卸 資 産…当社及び国内連結子会社は主として総平均法による原価法

（評価基準は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっ

ております。

また、在外連結子会社は総平均法による低価法によってお

ります。

　 ③ デリバティブ…時価法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
　当社及び国内連結子会社は、定率法によっております。また、在外連結子
会社は定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　 建物及び構築物 ７～47年
　 機械装置及び運搬具 ４～10年
　 その他 ２～15年
　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額
まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファ
イナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理を採用しております。

　
　(3) 重要な引当金の計上基準
　 ① 貸 倒 引 当 金…主として売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

　 ② 賞 与 引 当 金…従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額のうち
当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

　 ③ 退職給付引当金…従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会
計年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。
なお、当社は適格退職年金制度を採用しております。
また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による按分額
を発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　 ④ 役員退職慰労引当金…当社及び国内連結子会社は役員の退職慰労金の支給に充て
るため、内部規程に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。
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　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は決算

日の直物為替相場により、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における少数株主持分及び為替換算調整勘定に

含めて計上しております。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を適用しております。

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理に、

振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっており

ます。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段は金利スワップ取引及び為替予約取引であります。

ヘッジ対象は借入金、外貨建買掛金及び外貨建配当金であります。

　 ③ ヘッジ方針

当社は内部規程に基づき、変動金利支払の借入金の一部について、短期市

場金利の上昇リスク軽減を目的として金利スワップ取引を行っております。

外貨建買掛金について、買掛金の支払時のキャッシュ・フローを確定させ

ることを目的として、為替予約取引を行っております。

また、在外連結子会社からの外貨建配当金について、為替変動リスクを主

にヘッジするため、為替予約取引を行っております。

なお、連結会社間取引をヘッジ対象とするデリバティブ取引はヘッジ会計

を適用しておりません。

　 ④ ヘッジ有効性の評価の方法

金利スワップの特例処理及び為替予約の振当処理を行っている取引につい

ては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であるため、ヘ

ッジに高い有効性があるものと判断しており、有効性の評価を省略してお

ります。

　(6) のれん及び負ののれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については５年間の均等償却を行っております。

負ののれんについては、発生時に全額利益として処理しております。ただし、

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんについては、５年間の均等償却

を行っております。

　(7) 消費税等の会計処理

税抜き方式によっております。

― 20 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年05月26日 19時12分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.40 20110126_02）



５. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更

　(1) 資産除去債務に関する会計基準等の適用

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。

　(2) 企業結合に関する会計基準等の適用

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号

平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号

平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会

計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会

計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号 平成20年12月26日公表分）、「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26

日）を適用しております。

６. 追加情報

　(1) 役員退職慰労金制度の廃止及び特別損失の計上

当社は、経営改革の一環として役員報酬体系の見直しを行った結果、年功的

要素及び報酬の後払い的要素が強い役員退職慰労金制度を廃止することとい

たしました。制度の廃止日につきましては、平成23年６月下旬開催予定の定

時株主総会終結の時をもって廃止することといたします。なお、本制度の廃

止に伴う役員退職慰労金の打切り支給により、当社が定める一定の基準に従

い相当額の範囲内において、役員退職慰労引当金計上時には見込まれていな

かった功労加算金等の見込み額88,450千円を当連結会計年度において特別損

失として計上しております。
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(連結貸借対照表に関する注記)

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 122,888千円

土 地 333,332千円

　 計 456,221千円
　(2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 500,000千円

１年以内返済予定の長期借入金 44,000千円

長 期 借 入 金 549,000千円

　 計 1,093,000千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 6,547,391千円

(連結損益計算書に関する注記)

　該当事項はありません。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１. 当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 14,624,000株

２. 当連結会計年度末日において当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初

日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の数

第２回新株予約権 (平成16年６月29日株主総会) 普通株式 174,000株

３. 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 71,611 ５ 平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 71,671 ５ 平成23年３月 31日 平成23年６月 27日
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(金融商品に関する注記)
１. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機

関からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク

低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式

については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、

一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払

利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、

実需の範囲で行うこととしております。

２. 金融商品の時価等に関する事項
平成23年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 2,997,952 2,997,952 ―

（２）受取手形及び売掛金 2,600,286 2,600,286 ―

（３）投資有価証券 161,610 161,610 ―

資産計 5,759,850 5,759,850 ―

（１）支払手形及び買掛金 2,694,619 2,694,619 ―

（２）短期借入金 1,825,727 1,825,727 ―

（３）長期借入金 2,290,623 2,286,859 △3,764

（４）リース債務 62,346 61,385 △960

（５）未払法人税等 117,940 117,940 ―

負債計 6,991,257 6,986,532 △4,724

デリバティブ取引

　①ヘッジ会計が適用されていないもの

　 その他流動負債 3,369 3,369 ―

　②ヘッジ会計が適用されているもの

　 その他流動資産 2,892 2,892 ―

デリバティブ取引計 6,261 6,261 ―
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(注)1.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　 資産
　 (1) 現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

　 (3) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　 負債
　 (1) 支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、並びに（5）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

　 (3) 長期借入金、並びに（4）リース債務
長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借

入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

変動金利による長期借入金のうち、金利スワップの特例処理の対象となってい

るものは（下記デリバティブ取引参照）、当該金利スワップと一体として処理さ

れた元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積ら

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

なお、１年内返済予定債務については区分表示しておりません。

　
　 デリバティブ取引

「重要なヘッジ会計の方法」を参照下さい。

　 2.非上場株式（連結貸借対照表計上額57,488千円）は、市場価格がなく、かつ将
来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極
めて困難と認められるため、「資産（3）投資有価証券」には含めておりません。

　
(１株当たり情報に関する注記)

１. １株当たり純資産額 188円88銭

２. １株当たり当期純利益 37円28銭
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貸借対照表
(平成23年３月31日現在)

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【資産の部】 【負債の部】

流 動 資 産 3,191,053 流 動 負 債 2,964,544

現 金 及 び 預 金 1,367,490 支 払 手 形 710,736

受 取 手 形 286,893 買 掛 金 467,258

売 掛 金 735,873 短 期 借 入 金 1,010,000

製 品 141,082
１ 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 520,250

仕 掛 品 90,523 リ ー ス 債 務 14,938

原材料及び貯蔵品 223,842 未 払 金 89,985

繰 延 税 金 資 産 37,553 未 払 費 用 50,951

未 収 入 金 266,614 未 払 法 人 税 等 17,832

そ の 他 41,955 賞 与 引 当 金 74,730

貸 倒 引 当 金 △776 そ の 他 7,861

固 定 資 産 5,118,108 固 定 負 債 2,022,605

有 形 固 定 資 産 917,116 長 期 借 入 金 1,721,500

建 物 280,332 リ ー ス 債 務 31,154

構 築 物 14,301 長 期 未 払 金 5,573

機 械 及 び 装 置 173,610 役員退職慰労引当金 248,717

車 両 及 び 運 搬 具 1,227 退 職 給 付 引 当 金 15,660

工具器具及び備品 19,807 負 債 合 計 4,987,150

土 地 427,051

建 設 仮 勘 定 785 【純資産の部】

株 主 資 本 3,313,009

無 形 固 定 資 産 12,701 資 本 金 1,102,433

ソ フ ト ウ ェ ア 9,422 資 本 剰 余 金 1,153,716

電 話 加 入 権 3,279
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

1,152,432
1,284

利 益 剰 余 金 1,088,147

投資その他の資産 4,188,291 利 益 準 備 金 44,910

投 資 有 価 証 券 181,718 その他利益剰余金 1,043,237

関 係 会 社 株 式 3,666,979 別 途 積 立 金 675,000

繰 延 税 金 資 産 35,475 繰越利益剰余金 368,237

保 険 積 立 金 283,166 自 己 株 式 △31,287

そ の 他 20,952

評 価 ・ 換 算 差 額 等 9,002
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 10,727

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,724

純 資 産 合 計 3,322,012

資 産 合 計 8,309,162 負債及び純資産合計 8,309,162
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損益計算書
(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,084,944

売 上 原 価 4,956,184

売 上 総 利 益 1,128,759

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,120,805

営 業 利 益 7,953

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 410,664

そ の 他 8,951 419,615

営 業 外 費 用

支 払 利 息 43,239

そ の 他 34,200 77,439

経 常 利 益 350,129

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 426

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 245 671

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1,991

固 定 資 産 除 却 損 2,350

役 員 退 職 慰 労 金 82,877

そ の 他 12,124 99,342

税 引 前 当 期 純 利 益 251,458

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 28,293

法 人 税 等 調 整 額 53,213

当 期 純 利 益 169,951
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株主資本等変動計算書
(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
その他資本

剰余金
利 益
準備金

その他利益剰余金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成22年３月31日残高 1,102,433 1,152,432 ― 44,910 675,000 269,896 △32,582 3,212,089

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △71,611 △71,611

当期純利益 169,951 169,951

自己株式の処分 1,284 1,295 2,580

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― 1,284 ― ― 98,340 1,295 100,920

平成23年３月31日残高 1,102,433 1,152,432 1,284 44,910 675,000 368,237 △31,287 3,313,009

（単位：千円）

評価・換算差額等

純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

平成22年３月31日残高 15,986 2,585 3,230,661

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △71,611

当期純利益 169,951

自己株式の処分 2,580

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額)

△5,259 △4,310 △9,569

事業年度中の変動額合計 △5,259 △4,310 91,350

平成23年３月31日残高 10,727 △1,724 3,322,012
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１. 資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の…決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。）

時 価 の な い も の…移動平均法による原価法
　(2) たな卸資産

製品、仕掛品及び原材料…総平均法による原価法
貯 蔵 品…最終仕入原価法
（評価基準は収益性の低下による簿価切下げの方法）

　(3) デリバティブ
　 時価法

２. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）…定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物 ７～47年
　構築物 10～15年
　機械及び装置 ４～６年
　車両運搬具 ４～６年
　工具器具及び備品 ２～６年
また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却
可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する
方法によっております。

リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファ
イナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理を採用しております。

無形固定資産（自社利用のソフトウェア）…定額法

３. 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金…主として売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。
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賞 与 引 当 金…従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額の
うち当期に帰属する額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金…従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末にお
いて発生していると認められる額を計上しております。
なお、当社は適格退職年金制度を採用しており、数理
計算上の差異については、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定年数（10年）による按分額を
発生の翌期から費用処理しております。

役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支給に充てるため、内部規程に基
づく期末要支給額を計上しております。

４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

(2) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を適用しております。
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理に、
振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっており
ます。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段は金利スワップ取引及び為替予約取引であります。
ヘッジ対象は借入金、外貨建買掛金及び外貨建配当金であります。

　 ③ ヘ ッ ジ 方 針
当社は内部規程に基づき、変動金利支払の借入金の一部について、短期市
場金利の上昇リスク軽減を目的として金利スワップ取引を行っております。
外貨建買掛金について、買掛金の支払時のキャッシュ・フローを確定させ
ることを目的として、為替予約取引を行っております。
また、在外連結子会社からの外貨建配当金について、為替変動リスクを主
にヘッジするため、為替予約取引を行っております。

④ ヘッジ有効性の評価の方法
金利スワップの特例処理及び為替予約の振当処理を行っている取引につい
ては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であるため、ヘ
ッジに高い有効性があるものと判断しており、有効性の評価を省略してお
ります。

(3) 消費税等の会計処理
税抜き方式によっております。
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(貸借対照表に関する注記)

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務
　(1) 担保に供している資産

建 物 122,888千円

土 地 333,332千円

　 計 456,221千円
　(2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 500,000千円

１年以内返済予定の長期借入金 44,000千円

長 期 借 入 金 549,000千円

　 計 1,093,000千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 2,014,181千円

３. 保証債務
金融機関からの借入金及びリース債務に対して保証を行っております。

Kyosha Hong Kong Company Limited 299,958千円

(US＄3,607千)

PT. Kyosha Indonesia 332,600千円

(US＄4,000千)

　 計 632,558千円

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 306,684千円

短期金銭債務 47,952千円

(損益計算書に関する注記)

　 関係会社との取引高

　 営 業 取 引 売 上 高 372,096千円

　 仕 入 高 422,192千円

営業取引以外の取引による取引高 410,488千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 289,750株
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(税効果会計に関する注記)

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別内訳

繰延税金資産
　賞与引当金 30,161千円

　投資有価証券 22,871千円

　役員退職慰労引当金 100,382千円

　繰越外国税額控除 45,683千円

　繰越欠損金 67,514千円

　その他 41,765千円
　繰延税金資産小計 308,378千円
　評価性引当額 △233,269千円
　繰延税金資産合計 75,109千円
繰延税金負債
　その他 △2,080千円
　繰延税金負債合計 △2,080千円
繰延税金資産の純額 73,028千円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

法定実効税率 40.3％
(調整)
　交際費等永久損金不算入項目 3.9％

　住民税均等割等 5.2％

　受取配当金等永久益金不算入項目 △62.2％

　外国源泉税 5.9％

　評価性引当額 38.7％

　その他 0.6％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.4％

(リースにより使用する固定資産に関する注記)

貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械設備、事務機器及びソフトウェアの
一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しておりま
す。
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社等

属性
会 社 等
の 名 称

議決権等の
所 有 割 合

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上の関係

子会社
Kyosha Hong
Kong Company
Limited

直接所有
100.00％

兼任
１人

中国地域における当社
グループの製造・販売
を統括

受取配当金 365,637 未収入金 240,175

保証債務
(注)2

299,958 ― ―

子会社
PT.Kyosha
Indonesia

直接所有
95.54％

兼任
１人

東南アジア地域におけ
る当社グループの製
造・販売を統括

保証債務
(注)2

332,600 ─ ─

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
2. 取引条件及び取引条件の決定方法等
　 保証債務は、金融機関等からの借入金及びリース債務に対するものであり、保証料の受領

及び担保の提供は受けておりません。

役員及び個人主要株主等

属性
会 社 等
の 名 称

議 決 権 等 の
所 有 割 合

関係内容 取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

役員及びその近親者
が議決権の過半数を
所有している会社等

株式会社
エヌビーシー

被所有

3.66％
営業取引

当社製品の
販売

678,348 売掛金 69,113

(注) 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

(１株当たり情報に関する注記)

１. １株当たり純資産額 231円75銭

２. １株当たり当期純利益 11円86銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成23年５月16日

株式会社 京 写

取締役会 御中
　

京 都 監 査 法 人
　

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 加 地 敬 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙 田 佳 和 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社京写の平成22年
４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人
の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表
示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、株式会社京写及び連結子会社から成る企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上

― 33 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年05月26日 19時12分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.40 20110126_02）



会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成23年５月16日

株式会社 京 写

取締役会 御中
　

京 都 監 査 法 人
　

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 加 地 敬 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙 田 佳 和 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社京写の平
成22年４月１日から平成23年３月31日までの第53期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任
は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査
は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び
に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として
意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監査報告書

　当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第53期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、

内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使

用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも

のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応

じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以

上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書

類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注

記表）について検討いたしました。
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２. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成23年５月20日

株式会社 京 写 監査役会

常勤監査役 森 本 正 明 ㊞

社外監査役 天 野 雅 之 ㊞

社外監査役 千 田 適 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　第１号議案 剰余金の処分の件

　第53期の期末配当につきましては、当事業年度の業績、今後の事業展開なら

びに内部留保の状況等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

　 金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき ５円（うち、普通配当３円・特別配当２円）

　 総額71,671,250円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

　 平成23年６月27日
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　第２号議案　監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役天野雅之氏は任期満了となりますので、監

査役１名の選任をお願いするものであります。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

　なお、本議案提出につきましては、予め監査役会の同意を得ております。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

天 野 雅 之
(昭和14年９月22日生)

昭和39年４月 日立化成工業株式会社入社

―

平成５年６月 同社取締役

平成10年６月 同社代表取締役副社長

平成13年６月 同社監査役

平成15年６月 同社退任

平成19年６月 当社監査役（現任）

(注) 1. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 社外監査役候補者に関する事項の内容
①天野雅之氏は、社外監査役候補者であります。
②同氏につきましては、これまで培ってきた企業運営及び監査経験に基づく経営管理及び経
営監査手腕を当社の監査体制の強化に活かしていただくため、社外監査役として選任をお
願いするものであります。

③同氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって４年となります。
④当社は、社外監査役として有能な人材を迎えることができるよう、社外監査役との間で、
当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めており、同
氏との間で当該責任限定契約を締結する予定であります。

　その契約内容の概要は次のとおりであります。
・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427
条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行に
ついて善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。
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　第３号議案 役員退職慰労金制度廃止に伴う精算支給の件

　当社は、本総会終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止することを、

当社取締役会において決議いたしました。

　これに伴い、現在、在任中の取締役７名及び監査役３名に対し、それぞれの

就任時から本総会終結の時までの在任中の功労に報いるため、当社における一

定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

　また、贈呈の時期は、取締役及び監査役を退任する時といたしたいと存じま

す。なお、その具体的な金額、支給の方法等につきましては、取締役在任期間

分については取締役会に、監査役在任期間分については監査役の協議にご一任

願いたいと存じます。

　 精算支給の対象となる取締役及び監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

児 嶋 雄 二

昭和47年３月 当社取締役

昭和57年11月 当社専務取締役

昭和58年３月 当社代表取締役社長

平成21年６月 当社代表取締役会長 現在に至る

児 嶋 一 登

平成９年６月 当社取締役

平成15年６月 当社専務取締役

平成19年６月 当社代表取締役専務

平成21年６月 当社代表取締役社長 現在に至る

桃 井 茂
平成13年６月 当社取締役

平成22年６月 当社常務取締役 現在に至る

井 上 秋 人
平成16年６月 当社取締役

平成22年６月 当社常務取締役 現在に至る

富 田 恒 男 平成21年６月 当社取締役 現在に至る

日 比 利 雄 平成17年６月 当社取締役 現在に至る

伊 藤 尚 志 平成22年６月 当社取締役 現在に至る

森 本 正 明
平成８年10月 当社取締役

平成17年６月 当社常勤監査役 現在に至る

天 野 雅 之 平成19年６月 当社監査役 現在に至る

千 田 適 平成11年６月 当社監査役 現在に至る

(注) 1. 日比利雄、伊藤尚志の両氏は、社外取締役であります。
2. 天野雅之、千田適の両氏は、社外監査役であります。

以 上

― 39 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年05月26日 19時12分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.40 20110126_02）



株主総会会場ご案内図
会場 京都市下京区東堀川通り塩小路下ル松明町１番地

　 リーガロイヤルホテル京都

■ 京都駅から西へ歩いて７分

■ ご送迎 バスサービス（無料）

●
JR京都駅南側
新幹線八条口側・自家用駐車場前

リーガロイヤルホテル京都

● 約15分間隔にて毎日運行（７：30～21：00）

＊但し、交通事情により遅れる場合があります。
＊停車場所の表示はございません。★印付近にてお待ちください。

■ 大阪空港（伊丹）からバスで60分
ホテル玄関前及び京都駅前
(八条口）にバスが発着。

■ 関西空港からJR関空特急「はるか」で京都駅まで75分

■ 名神京都南I.C.から北方向へ約10分（国道１号線沿）

■ 110台収容駐車場（満車の場合は、ご容赦ください。）
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